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１ 山梨県廃棄物処理施設設置に関する指導要領の目的 

山梨県廃棄物処理施設設置に関する指導要領（以下「要領」といいます。）は、廃棄 

物の処理及び清掃に関する法律に基づく廃棄物処理施設の設置等に関し、廃棄物の適 

正処理を推進し生活環境の保全を図ることを目的として策定したものです。 

 

２ 本手引き 

  本手引きは、要領の手続き等を円滑に実施できるよう、事務処理フロー及び事前協 

議書その他の書類の作成方法を示したものです。 

 

３ 要領の主たる手続き等及び留意事項 

要領に規定する手続きは、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく申請等の前 

に完了する必要があり、その主たる内容及び留意事項は次のとおりです。 

条項 内容 留意事項 

第６条 事業概要書の提出 ・事業概要書の提出前に、その事業計画を「４受付窓口」に相談 

してください。 

・必要事項が記載されていない場合や事業計画に不合理な点があ

る場合などは、是正指導を行います。 

第７条 事業概要書の周知 ・県は、事業概要書の提出があった場合は、速やかに県ホームペ

ージに掲載し、地域住民等へ周知します。 

第８条 住民説明会の開催 ・地域住民等に対し、住民説明会を開催し、事業計画及び生活環

境影響調査の計画を説明してください。 

第１１条 合意形成 ・住民説明会開催後、地域住民等から合意形成を図ってください。 

第１２条 事前協議書の提出 ・地域住民等から合意形成を図った後、事前協議書を提出してく

ださい。 

第１４条 変更の届出 ・事業概要書及び事前協議書の内容を変更する場合には、事前協

議変更届出書を提出してください。 

・変更する内容に応じて、それまでに行った手続きのやり直しが

必要となります。 

第１５条 手続きの進捗状況の

報告及び取り下げ 

・事業概要書の提出から１年以上経過しても事前協議書を提出で

きない場合には、毎年度５月３１日までに、事前協議経過報告

書を提出してください。 

・この報告をしない場合や事前協議完了に向けた取り組みが行わ

れていない場合は、県は事業概要書の取り下げを求めます。 

第１７条 手続きの省略申請 ・本要領別表４に掲げる廃棄物処理施設の設置等を行う場合に

は、事前協議省略申請書を提出し、県から承認を受けたときは、

手続きを省略することができます。 

・廃棄物処理施設の譲受等を行う場合は、地域住民等に周知して

ください。 

 

 

 

Ⅰ はじめに 
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４ 受付窓口 

林務環境事務所 所在地・連絡先 所管区域 

中北林務 

環境事務所 

韮崎市本町 4-2-4 

（北巨摩合同庁舎） 

TEL 0551-23-3090 

中巨摩郡、韮崎市、南アルプス市、北

杜市、甲斐市及び中央市 

峡東林務 

環境事務所 

甲州市塩山上塩後 1239-1 

（東山梨合同庁舎） 

TEL 0553-20-2739 

山梨市、笛吹市及び甲州市 

峡南林務 

環境事務所 

西八代郡市川美郷町高田 111-1 

（西八代合同庁舎） 

TEL 055-240-4141 

西八代郡及び南巨摩郡 

富士・東部林務 

環境事務所 

都留市田原 2-13-43 

（南都留合同庁舎） 

TEL 0554-45-7811 

南都留郡、北都留郡、富士吉田市、都

留市、大月市及び上野原市 

 

※甲府市内に廃棄物処理施設の設置等を予定している場合、事前協議書等の書類提出先は

県ではなく甲府市になります。書類提出方法等の詳細につきましては甲府市にお問い合わ

せください。 

 

＜甲府市お問い合わせ・提出窓口＞ 

〒４００－０８３１ 山梨県甲府市上町６０１－４ 管理棟２階 

甲府市環境部廃棄物対策室廃棄物対策課 電話：０５５－２４１－４３６３ 

ＦＡＸ：０５５－２４１－６１９０ 

 

５ 受付時間帯等 

  ○必ず、「４受付窓口」に電話であらかじめご予約のうえ、ご来所ください。 

  〇受付時間は、９：００～１７：００となります（ただし、１２：００～１３：００ 

及び閉庁日（土曜日、日曜日、祝日、年末年始）を除く。）。 

 

６ 手数料 

  手数料は不要です。 
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１ 事業概要書（第６条関係） 

  (1)提出先：①県 正本１通、副本１通（控えが必要な場合は２通） 

：②関係市町村 副本１通 

 (2)書 類：様式第１号 

            ：①事業計画の概要を記載した書類 

        ：②設置予定地の位置図並びに設置予定地並びに隣接地の公図の写し及び 

土地の登記事項証明書※ 

        ：③事業場内の配置図 

        ：④事業者が法人である場合には、定款又は寄附行為及び登記事項証明書 

        ：⑤当該廃棄物処理施設を設置することが周辺地域の生活環境に及ぼす影 

響についての調査（生活環境影響調査）の計画書 

※ 各公的証明書について、提出日から 3 ヶ月以内に発行されたもの。 

 

２ 事前協議書（第１２条関係） 

  (1)提出先：県 正本１通、副本２通（控えが必要な場合は副本３通） 

        関係市町村には、県から意見照会に併せて送付します。 

 (2)書 類：様式第２号 

       ：①生活環境影響調査の結果書 

       ：②当該廃棄物処理施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、 

構造図及び設計計算書 

       ：③排ガス及び排水の処理系統図 

       ：④設置予定地の位置図並びに設置予定地並びに隣接地の公図の写し及び土

地の登記事項証明書※（設置予定地の所有権がない場合は、当該土地の

使用権原を証する書類） 

       ：⑤最終処分場にあっては、周囲の地形、地質及び地下水の状況を明らか 

にする書類及び図面 

       ：⑥処理工程図 

       ：⑦当該廃棄物処理施設の付近の見取図 

       ：⑧住民説明会の実施状況報告書 

       ：⑨合意書（議決書、総会議事録を含む。）の写し及び合意形成に関する 

経過説明書 

       ：⑩公害防止協定書等その他知事が必要と認める書類 

※ 各公的証明書について、事業概要書の提出時に添付した公的証明書に変更がない場合は、土地

の登記事項要約書（提出日から 3 ヶ月以内に発行されたもの）のみの添付で可。 

 

３ 事前協議変更届出書（第１４条関係） 

  (1)提出先：県 正本１通、副本２通（控えが必要な場合は副本３通） 

関係市町村には、県から送付します。 

  (2)書 類：様式第３号 

       ：①変更する内容を確認できる書類及び図面 

 

Ⅱ 書類の提出先・添付書類 
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４ 事前協議経過報告書（第１５条関係） 

 (1)提出先：県 正本１通、副本２通（控えが必要な場合は副本３通） 

関係市町村には、県から送付します。 

  (2)書 類：様式第４号 

 

５ 事前協議省略申請書（第１７条関係） 

  (1)提出先：①県 正本１通、副本１通（控えが必要な場合は副本２通） 

：②関係市町村 副本１通 

 (2)書 類：様式第５号 

            ：①事業計画の概要を記載した書類 

        ：②設置予定地の位置図並びに設置予定地及び隣接地の公図の写し※ 

        ：③事業場内の配置図 

        ：④事業者が法人である場合には、定款又は寄附行為及び登記事項証明書 

        ：⑤生活環境影響調査の結果書（譲受等※※の場合を除く。） 

※ 提出日から 3 ヶ月以内に発行されたもの 

※※ 譲受等とは、要領別表１の第４号（一般廃棄物処理施設の譲り受け又は借り受けの許

可申請）、第５号（一般廃棄物処理施設の合併及び分割の許可申請）又は第１３号（産

業廃棄物処理施設の譲り受け若しくは借り受け又は合併及び分割の許可申請）に掲げる

行為をいう。 
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Ⅲ 事務処理フロー 

③説明会への立会い※※

※「縦覧等を要する廃棄物処理施設の設置等」の場合は、生活環境影響調査の計画について、山梨県
　 廃棄物処理施設専門委員会から意見聴取

②日程調整

①立会い確認

④合意形成

事務処理フロー（手続きを省略しない場合）

①立会い確認 ①立会い確認 ①立会い確認

①概要書作成※

②概要書受理

④概要書受理

③ＨＰ掲載

関係市町村 地域住民等

③説明会への立会い※※

②日程調整

③説明会の開催※

事業者 県

⑤手続完了 ⑤審査結果を受理

事
業
概
要
書

②協議書受理

③協議書受理

④回答受理・審査

※事業者は説明会で生活環境影響調査の計画を説明し、当該調査実施後、当該調査の結果を地域
　住民等に報告します。

事
前
協
議
書

※「縦覧等を要する廃棄物処理施設の設置等」の場合は、生活環境影響調査の結果について、山梨県
 　廃棄物処理施設専門委員会から意見聴取

①協議書作成※

④合意形成

⑤自治会等の範囲の決定⑤自治会等の範囲の決定

③説明会へ参加

住
民
説
明
会
・
合
意
形
成

※※事業者又は住民等からの要望があった場合

必要に応じて意見照会

回答

書類の経由・意見照会

回答

審査結果

自治会等の範囲の指示
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⑦住民等への周知

（手続完了）

事
前
協
議
省
略
申
請
書

事務処理フロー（手続きを省略する場合・譲受等）

事業者 県 関係市町村 地域住民等

⑤省略の可否を審査

⑥審査結果を受理 ⑥審査結果を受理

③申請書受理

④自治会等の範囲の決定

①申請書作成

②申請書受理

④自治会等の範囲の決定

回答

必要に応じて意見照会

審査結果

省略の承認を受けた場合

自治会等の範囲の指示

事
前
協
議
省
略
申
請
書

①申請書作成

②申請書受理

③申請書受理

④省略の可否を審査

⑤手続完了 ⑤審査結果を受理

事
前
準
備

①アセス計画作成

②アセス調査

③生活環境の負荷の
増加がないことを確認

事務処理フロー（手続きを省略する場合・譲受等以外）

事業者 県 関係市町村 地域住民等

審査結果
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１ 事業概要書（第６条関係） 

 

Ⅳ 記載例等 

（１） 

（１）：廃棄物処理施設の設置場所ではなく、設置予定地の全ての地番を記載 

（１）：「別紙のとおり」とし、設置予定場所・地目及び面積の一覧を添付してもよい 
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（２）：種類ごとの処理方法が分かるように記載 

（２）：処理方法は、委託処理・自社処理の別を記載（委託処理の場合は、具体的な委 

（２）：託先の記載がなくても可） 

（３）：公図の写しは、一筆ずつ添付する必要はありません（一枚に複数の筆が入って 

（２）：いるもので可） 

（４）：事務所・処理施設・保管施設など、廃棄物処理業を行うために必要な施設を明 

（２）：示してください。 

（２） 

（３） 

（４） 
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２ 事前協議書（第１２条関係） 

 

 

 

（２） 

（１）：廃棄物処理施設の設置場所ではなく、設置予定地の全ての地番を記載 

（１）：「別紙のとおり」とし、設置予定場所・地目及び面積の一覧を添付してもよい 

（２）：廃棄物処理施設を設置する全ての地番を記載 

（１） 
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（３）：種類ごとの処理方法が分かるように記載 

（２）：処理方法は、委託処理・自社処理の別を記載（委託処理の場合は、具体的な委 

（２）：託先の記載がなくても可） 

（３） 
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３ 事前協議変更届出書（第１４条関係） 

 

 

 

 

 

  

（１） 

（１）：この記載例の場合は、廃棄物処理施設の設置場所が変わっているため、 

（１）：平成〇〇年〇〇月〇〇日の事業概要書に添付した書類及び図面のうち、 

（１）：・３ 事業場内の配置図 

（１）：・５ 生活環境影響調査の計画 

（１）：を添付してください。 
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４ 事前協議経過報告書（第１５条関係） 
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５ 事前協議省略申請書（第１７条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 

（１）：（）には、申請の概要を記載 

（２）：廃棄物処理施設の設置場所ではなく、設置予定地の全ての地番を記載 

（１）：「別紙のとおり」とし、設置予定場所・地目及び面積の一覧を添付してもよい 

（２） 
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（３）：種類ごとの処理方法が分かるように記載 

（２）：処理方法は、委託処理・自社処理の別を記載（委託処理の場合は、具体的な委 

（２）：託先の記載がなくても可） 

（４）：公図の写しは、一筆ずつ添付する必要はありません（一枚に複数の筆が入って 

（２）：いるもので可） 

（５）：事務所・処理施設・保管施設など、廃棄物処理業を行うために必要な施設を明 

（２）：示してください。 

（３） 

（４） 

（５） 
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６ 合意書の様式（例） 

 地域住民等から合意形成（※）を図る際に用いる「合意（等）書」の様式の一例です。 
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１ 設置予定地（第２条第４項） 

「同一筆内でその他の事業を営んでおり、廃棄物処理業を行う区画を明確に区分できる場合に 

は、知事と協議の上、廃棄物処理業を行う区画のみを設置予定地とすることができる」とは、 

下図のとおりです。 

 

  【現状：同一筆内は全て設置予定地】   【廃棄物処理業を行う区画のみ設置予定地】 

 

 

 

 

２ 隣接地（第２条第６項） 

(1) 隣接地とは、下図のとおり、公図上、設置予定地に接している筆をいい、点と点で接し

ている場合も対象となります。なお、隣接地とは、いわゆる「お隣さん」であり、生活環

境への影響を考慮しているものではありません。 

 

 

 

 

 

 

(2) 要領別表２の１に定める「設置予定地に接して４ｍ未満の道路又は水路等（公用隣接地）

がある場合」とは、下図のとおり、「公用隣接地に接する筆」を隣接地とします（ただし、

設置予定地と公用隣接地との境界線からの最短距離が４ｍ未満である場合に限ります。）。 

 

 

 

(3) 要領別表２の２に規定する「設置予定地に接する筆（関係人隣接地）の地権者が、事業

者（事業者が法人の場合にあっては、役員、５％以上の株主、５％以上の出資者及び政令

で定める使用人を含む。）又は設置予定地の地権者である場合」とは、下図のとおり、「関

係人隣接地」及び「関係人隣接地に接する筆（設置予定地から関係人隣接地に接する筆（設

置予定地を除く。）までの距離が２０ｍ未満である場合に限る。）」を隣接地とします。 

 

 

設置予定地

公用隣接地

隣接地隣接地 隣接地対象外

：最短距離４ｍ未満 ：最短距離４ｍ以上

20m未満

設置予定地 関係人隣接地

20m未満

設置予定地 関係人隣接地 隣接地

Ⅴ 用語の解説等 

設置予定地

隣接地

隣接地
隣接地隣接地

点と点で接している場合も 

隣接地の対象となります 

その他の事業 

廃棄物処理業 設置予定地 

設置予定地外 
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３ 住民説明会（第９条） 

(1) 住民説明会は、事業者の責任において開催してください（地域住民等との日程調整、開

催場所の選定など）。 

(2) 住民説明会には、地元自治会等に属していない者（地元自治会等の区域に居住している

者・アパートの住民・事業者など）も対象となります。 

(3) 住民説明会では、要領別表３に掲げる事業計画及び生活環境影響調査の計画について、

地域住民等が理解できるよう誠意を持って説明してください。 

 

４ 別表１及び別表４ 

  別表１に掲げる事前協議手続き及び別表４に掲げる事前協議手続きの省略の対象となる典型

的な例は、下表のとおりです（下表の解釈が不明な場合又は下表に該当しない申請等を行う場合

は、「Ⅰはじめに ４受付窓口」に確認してください。）。 

  なお、要領では、法令の名称を次のとおり省略形で表記しています。 

省略形 法  令 

法 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号） 

令 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和４６年政令第３００号） 

規則 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和４６年厚生省令第３５号） 

 

  （１）別表１の第１号及び第２号関係 

生活環境影響調査要否 住民周知要否

①：処理施設を新設する場合 〇 ×

②：「同一の場所」で「同一の処理施設」に更新する場合 ×

③：「同一の場所」で「同一種類の処理施設（スペックの変更含む）」に更新する
場合※

〇 〇 〇 ×

④：「同一の事業場内（場所変更）」で「同一の処理施設」に更新する場合※ 〇 〇 〇 ×

⑤：「同一の事業場内（場所変更）」で「同一種類の処理施設（スペックの変更
含む）」に更新する場合※

〇 〇 〇 ×

①：１号　処理施設の能力の１０％以上増大に係る変更の場合※ 〇 〇 〇 ×

②：２号　規則第３条１項第１号又は第２号に掲げる事項（処理施設の位置又
は処理方式）に係る変更の場合※

〇 〇 〇 ×

③：３号　規則第３条第１項第３号に掲げる事項（処理施設の構造及び設備）
に係る変更であって、イからホまでに掲げる施設の種類に応じ、当該イからホ
までに掲げる設備に係るものの場合※

〇 〇 〇 ×

④：３号　規則第３条第１項第３号に掲げる事項（処理施設の構造及び設備）
に係る変更であって、当該変更に伴う規則第３条第１項第５号に掲げる数値の
変化により生活環境への負荷を増大させることになるものの場合

〇 ×

⑤：４号　規則第３条第１項第４号に掲げる事項（処理に伴い生じる排ガス及び
排水の量及び処理方法（排出の方法（排出口の位置、排出先等を含む。）を含
む。））に係る変更の場合（排ガス又は排水の排出の方法又は量の増大に係る
変更に限る）※

〇 〇 〇 ×

⑥：５号　規則第３条第２項第１号に掲げる事項（排ガスの性状、放流水の水
質等について周辺地域の生活環境の保全のため達成することとした数値）に
係る変更の場合（生活環境への負荷が減ぜられることとなるものを除く）

〇 ×

⑦：５号　規則第３条第２項第２号に掲げる事項（排ガスの性状及び放流水の
水質の測定頻度に関する事項）に係る変更の場合（測定頻度が高くなるものの
みを行う場合を除く）

× × ×

⑧：５号　規則第３条第２項第３号に掲げる事項（その他処理施設の維持管理
に関する事項）に係る変更の場合

× 〇 × ×

手続きの一部省略の可否別表1
号番号

1

2

※：省略が可能な場合は、生活環境への負荷が増大しないものに限る。

内容（条項） 申請等の内容
事前協議
の要否

－

－

－

規則第５条の２に掲げる変更のうち、次のもの

一般廃棄物処理施設
の変更許可申請
（法第９条第１項）

一般廃棄物処理施設
の設置許可申請
（法第８条第１項）

 

  

  



- 18 - 

 

  （２）別表１の第３号から第５号関係 

生活環境影響調査要否 住民周知要否

①：処理する一般廃棄物の種類を追加する場合 〇 ×

②：処理施設の能力の１０％未満の増大に係る変更の場合※ 〇 〇 〇 ×

③：規則第３条第１項第３号に掲げる事項（処理施設の構造及び設備）に係る
変更であって、当該変更に伴う規則第３条第１項第５号に掲げる数値の変化に
より生活環境への負荷を増大させることがない変更の場合

×

④：規則第３条第１項第４号に掲げる事項（処理に伴い生じる排ガス及び排水
の量及び処理方法（排出の方法（排出口の位置、排出先等を含む。）を含
む。））に係る変更の場合（排ガス又は排水の排出の方法又は量の増大に係る
変更を除く）

×

⑤：その他処理施設の構造等に関する事項（第３条第１項第６号）※ 〇 〇 〇 ×

⑥：規則第３条第２項第１号に掲げる事項（排ガスの性状、放流水の水質等に
ついて周辺地域の生活環境の保全のため達成することとした数値）に係る変更
の場合（生活環境への負荷が減ぜられることとなるもの）

×

⑦：規則第３条第２項第２号に掲げる事項（排ガスの性状及び放流水の水質の
測定頻度に関する事項）に係る変更の場合（測定頻度が高くなるもののみを行
う場合）

×

　１号　ごみ処理施設にあっては、処理に伴い生ずる一般廃棄物の処分方法 ×

　２号　し尿処理施設にあっては、汚泥等の処分方法 ×

　３号　最終処分場にあっては、埋立処分の計画及び災害防止のための計画 ×

　４号　一般廃棄物の搬入及び搬出の時間に関する事項（変更前の範囲内で
時間を短縮する場合を除く。）

〇 × ×

　４号　一般廃棄物の搬入及び搬出の方法に関する事項※ 〇 ○ 〇 ×

　５号　着工予定年月日及び使用開始予定年月日 ×

　６号　イ：法定代理人、ロ：役員、ハ：株主、二：使用人 ×

4
一般廃棄物処理施設
の譲受申請
（法第９条の５第１項）

譲受け又は借り受けの申請をする場合 〇 〇 × 〇

5
一般廃棄物処理施設
の合併及び分割申請
（法第９条の６第１項）

合併及び分割の申請をする場合 〇 〇 × 〇

手続きの一部省略の可否

⑧：規則第５条の４に掲げる変更のうち、次のもの

－

内容（条項） 申請等の内容
事前協議
の要否

別表1
号番号

3

※：省略が可能な場合は、生活環境への負荷が増大しないものに限る。

一般廃棄物処理施設
の軽微変更等届出
（法第９条第３項）

 

  （３）別表１の第６号から第９号関係（特別管理産業廃棄物を除く） 

生活環境影響調査要否 住民周知要否

①：産業廃棄物収集運搬業の新規許可申請（積替え保管施設無） ×

②：産業廃棄物収集運搬業の新規許可申請（積替え保管施設有） 〇 ×

③：産業廃棄物収集運搬業の更新許可申請（積替え保管施設有・無） ×

①：産業廃棄物処分業の新規許可申請 〇 ×

②：産業廃棄物処分業の更新許可申請 ×

①：産業廃棄物収集運搬業の廃棄廃棄物の種類の追加（積替え保管を除く） ×

②：その他事業範囲の変更 〇 ×

①：一号　氏名又は名称 ×

②：二号　イ：法定代理人、ロ：役員、ハ：株主、二：使用人 ×

③：三号　事務所の所在地 ×

④：三号　事業場の所在地（面積を増加しないものを除く） 〇 ×

⑤：四号　施設（運搬容器その他これに類するものを除く）並びにその設置場
所及び構造又は規模※

〇 〇 〇 ×

　　　イ　所在地 ×

　　　ロ　面積 ×

　　　ハ　産業廃棄物の種類を追加する場合 〇 ×

　　　二　保管上限 ×

　　　ホ　保管高さ ×

　　　イ　所在地 ×

　　　ロ　面積 ×

　　　ハ　産業廃棄物の種類を追加する場合 〇 ×

　　　二　保管上限 ×

　　　ホ　保管高さ ×

⑧：七号　収集運搬業者にあっては、当該許可をした都道府県知事の保管区
域内の産業廃棄物の積替えを行う区域において業として行う産業廃棄物の許
可（当該都道府県知事による許可を除く）の有無

×

規則第１０条の１０第１項に掲げる変更うち、次のもの

9
産業廃棄物処理業
の変更届出
（法第１４条の２第３項）

7

8

※：省略が可能な場合は、生活環境への負荷が増大しないものに限る。

⑥：五号　収集運搬業者にあっては、積替え保管場所における次の変更

⑦：六号　処分業者にあっては、保管場所に関する次の変更

別表1
号番号

6

－

－

産業廃棄物処理業
の変更許可申請
（法第１４条の２第１項）

内容（条項） 申請等の内容

産業廃棄物処分業
の許可申請
（法第１４条第６項）

産業廃棄物収集運搬業
の許可申請
（法第１４条第１項）

手続きの一部省略の可否

－

－

－

－

事前協議
の要否
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  （４）別表１の第６号から第９号関係（特別管理産業廃棄物の場合） 

生活環境影響調査要否 住民周知要否

特別管理産業廃棄物収集運搬業の新規許可申請（積替え保管施設無） ×

特別管理産業廃棄物収集運搬業の新規許可申請（積替え保管施設有） 〇 ×

特別管理産業廃棄物収集運搬業の更新許可申請（積替え保管施設有・無） ×

特別管理産業廃棄物処分業の新規許可申請 〇 ×

特別管理産業廃棄物処分業の更新許可申請 ×

特別管理産業廃棄物収集運搬業の廃棄廃棄物の種類の追加（積替え保管を
除く）

×

その他事業範囲の変更 〇 ×

①：一号　氏名又は名称 ×

②：二号　イ：法定代理人、ロ：役員、ハ：株主、二：使用人 ×

③：三号　事務所の所在地 ×

④：三号　事業場の所在地（面積を増加しないものを除く） 〇 ×

⑤：四号　施設（運搬容器その他これに類するものを除く）並びにその設置場
所及び構造又は規模※

〇 〇 〇 ×

　　　イ　所在地 ×

　　　ロ　面積 ×

　　　ハ　産業廃棄物の種類を追加する場合 〇 ×

　　　二　保管上限 ×

　　　ホ　保管高さ ×

　　　イ　所在地 ×

　　　ロ　面積 ×

　　　ハ　産業廃棄物の種類を追加する場合 〇 ×

　　　二　保管上限 ×

　　　ホ　保管高さ ×

⑧：七号　分析者 ×

⑨：八号　収集運搬業者にあっては、当該許可をした都道府県知事の保管区
域内の特別管理産業廃棄物の積替えを行う区域において業として行う特別管
理産業廃棄物の許可（当該都道府県知事による許可を除く）の有無

×

手続きの一部省略の可否

－

⑦：六号　処分業者にあっては、保管場所に関する次の変更

⑥：五号　収集運搬業者にあっては、積替え保管場所における次の変更

規則第１０条の２３第１項に掲げる変更うち、次のもの

－

内容（条項） 申請等の内容
事前協議
の要否

特別管理産業廃棄物
収集運搬業の許可申請
（法第１４条の４第１項）

特別管理産業廃棄物
処分業の許可申請
（法第１４条の４第６項）

特別管理産業廃棄物
処理業の変更許可申請
（法第１４条の５第１項）

－

－

－

－

9
特別管理産業廃棄物
処理業の変更届出
（法第１４条の５第３項）

別表1
号番号

6

7

8

※：省略が可能な場合は、生活環境への負荷が増大しないものに限る。

 

  （５）別表１の第１０号及び第１１号関係 

生活環境影響調査要否 住民周知要否

①：処理施設を新設する場合 〇 ×

②：「同一の場所」で「同一の処理施設」に更新 ×

③：「同一の場所」で「同一種類の処理施設（スペックの変更含む）」に更新する
場合※

〇 〇 〇 ×

④：「同一の事業場内（場所変更）」で「同一の処理施設」に更新する場合※ 〇 〇 〇 ×

⑤：「同一の事業場内（場所変更）」で「同一種類の処理施設（スペックの変更
含む）」に更新する場合※

〇 〇 〇 ×

①：１号　処理施設の能力の１０％以上増大に係る変更の場合※ 〇 〇 〇 ×

②：２号　規則第１１条第２項第１号又は第２号に掲げる事項（処理施設の位
置又は処理方式）に係る変更の場合※

〇 〇 〇 ×

③：３号　規則第１１条第２項第３号に掲げる事項（処理施設の構造及び設備）
に係る変更であって、イからヨまでに掲げる施設の種類に応じ、当該イからヨま
でに掲げる設備に係るものの場合※

〇 〇 〇 ×

④：３号　規則第１１条第２項第３号に掲げる事項（処理施設の構造及び設備）
に係る変更であって、当該変更に伴う規則第１１条第２項第５号に掲げる数値
の変化により生活環境への負荷を増大させることになるものの場合

〇 ×

⑤：４号　規則第１１条第２項第４号に掲げる事項（処理に伴い生じる排ガス及
び排水の量及び処理方法（排出の方法（排出口の位置、排出先等を含む。）を
含む。））に係る変更の場合（排ガス又は排水の排出の方法又は量の増大に
係る変更に限る。）※

〇 〇 〇 ×

⑥：５号　規則第１１条第３項１号に掲げる事項（排ガスの性状、放流水の水質
等について周辺地域の生活環境の保全のため達成することとした数値）に係る
変更の場合（生活環境に対する影響が減ぜられることとなるものを除く）

〇 ×

⑦：５号　規則第１１条第３項２号に掲げる事項（排ガスの性状及び放流水の
水質の測定頻度に関する事項）に係る変更の場合（測定頻度が高くなるものの
みを行う場合を除く）

× × 〇

⑧：５号　規則第１１条第３項３号に掲げる事項（その他処理施設の維持管理
に関する事項）に係る変更の場合

× × 〇

10

11

別表1
号番号

※：省略が可能な場合は、生活環境への負荷が増大しないものに限る。

産業廃棄物処理施設
の設置許可申請
（法第１５条第１項）

産業廃棄物処理施設
の変更許可申請
（法第１５条の２の６第１項）

内容（条項） 省略の要件
事前協議
の要否

－

－

規則第１２の８条に掲げる変更うち、次のもの

手続きの一部省略の可否

－
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  （６）別表１の第１２号から第１４号関係 

生活環境影響調査要否 住民周知要否

①：処理する産業廃棄物の種類を追加する場合 〇 ×

②：処理施設の能力の１０％未満の増大に係る変更の場合※ 〇 〇 〇 ×

③：規則第１１条第２項第３号に掲げる事項（処理施設の構造及び設備）に係
る変更であって、当該変更に伴う規則第１１条第２項第５号に掲げる数値の変
化により生活環境への負荷を増大させることがない変更の場合

×

④：規則第１１条第２項第４号に掲げる事項（処理に伴い生じる排ガス及び排
水の量及び処理方法（排出の方法（排出口の位置、排出先等を含む。）を含
む。））に係る変更の場合（排ガス又は排水の排出の方法又は量の増大に係る
変更を除く。）

×

⑤：その他処理施設の構造等に関する事項（第１１条第２項第６号）※ 〇 〇 〇 ×

⑤：規則第１１条第３項１号に掲げる事項（排ガスの性状、放流水の水質等に
ついて周辺地域の生活環境の保全のため達成することとした数値）に係る変更
の場合（生活環境への負荷が減ぜられることとなるもの）

×

⑥：規則第１１条第３項２号に掲げる事項（排ガスの性状及び放流水の水質の
測定頻度に関する事項）に係る変更の場合（測定頻度が高くなるもののみを行
う場合）

×

　１号　焼却施設にあっては、焼却灰等の処分方法 ×

　２号　廃油の油水分離施設等（令第７条第４号、第６号及び第１１号）にあっ
ては、汚泥等の処分方法

×

　２号の２　廃水銀等の硫化施設にあっては、硫化処理に伴い生じる廃棄物
の処分方法

×

　２号の３　廃石綿等又は石綿含有産業廃棄物の溶融施設にあっては、溶融
処理に伴い生じる廃棄物の処分方法

　３号　最終処分場にあっては、埋立処分の計画及び災害防止のための計画 ×

　４号　産業廃棄物の搬入及び搬出の時間に関する事項（変更前の範囲内で
時間を短縮する場合を除く。）

〇 × ×

　４号　産業廃棄物の搬入及び搬出の方法に関する事項※ 〇 ○ ○ ×

　５号　着工予定年月日及び使用開始予定年月日 ×

　６号　イ：法定代理人、ロ：役員、ハ：株主、二：使用人 ×

13

産業廃棄物処理施設の譲
受け又 は借 り受 け申 請、
合併及び分割申請、相続
届出
（法第１５条の４）

譲受け又は借り受け、合併及び分割の申請をする場合 〇 〇 × 〇

14
再生利用業の指定
（規則第１０条の３第２号）

再生利用業の指定を受ける場合 ○ ×

産業廃棄物処理施設
の軽微変更等届出
（法第１５条の２の６第３項）

内容（条項） 省略の要件
事前協議
の要否

手続きの一部省略の可否

－

⑦：規則第１２条の１０に掲げる変更のうち、次のもの

※：省略が可能な場合は、生活環境への負荷が増大しないものに限る。

12

別表1
号番号

 

 


